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市政だより

中川賢一市政事務所 〒064-0920 札幌市中央区南20条西6丁目4-10フラッツ幌南1階 
                                        TEL.(011)520-0001    FAX.(011)520-8888    URL:daisuki-sapporo.net

●1967(昭和42年)1月9日札幌市生まれ　●緑丘小学校､伏見中学校､札幌南高校､東北大学経済学部経済学科卒業､
 シンガポール国立⼤学エクステンション･プロフェショナル･ディプロマ･アジア･パシフィック･マーケティング修了 
●北海道拓殖銀行を経て､平成6年北海道庁入庁｡道シンガポール事務所駐在員など､主に経済政策に従事｡
 退職後､札幌国際大学非常勤講師､札幌商⼯会議所付属専⾨学校講師などを務める
●平成27年札幌市議会議員に初当選(現在3期目)
●天然記念物北海道犬協会会長､NPO法人コンパサーレ(障害者職業訓練･就業支援)理事､北海道農水産物事業者協会顧
問､ビジネスコミュニケーション協会顧問､鴨々川を清流にする会顧問ほか公職多数

「デジタル技術を活用した札幌市の除排雪効率化に関する勉強会」がスタート

　
　⾃民党市議有志で昨年９⽉に取りまとめた「札幌市の雪対

策におけるデジタル技術の導入・活⽤可能性に関する調査研

究」から具体的な歩みがスタートしました。

　２⽉の衆院選で初当選した地元の加藤貴弘衆議院議員の協

⼒もあり、国⼟交通省と札幌市との「デジタル技術を活⽤し

た札幌市の除排雪効率化に関する勉強会」が４⽉に発⾜。

７月にも第２回⽬の勉強会を開き、”iSnow”や “PLATEAU”と
いったスマートシティ構築に向けた国の取り組みを活⽤し、

札幌市の新しい雪対策インフラの構築に向けた具体的な協議

が進んでいます。

雪対策のデジタル化で⽬指す雪対策のデジタル化で⽬指す雪対策のデジタル化で目指す

｢｢雪に強いまちづくり！雪に強いまちづくり！｣｣｢雪に強いまちづくり！｣

　

　

  市は20年後には除排雪に従事する人材が約40%減少
すると予測しており、他方、除排雪予算は直近10年
間で約100億円増加。従来の人的リソース確保や予算
増額に依存する方法では、いずれ除排雪サービスの維

持が困難となることは明らかです。

 デジタルインフラの整備は、雪対策の効率化にとど
まりません。防災、交通、物流など、まちづくり全体

の基盤となり、札幌を次世代の  #スマートシティ  へ
と進化させる大きな原動力になります。

 「雪国だからこそスマートシティ！」
雪と戦う札幌が、日本のスマートシティ化をリードし

ていきます！

  今年度中には、市内の⾞道と⼩学校通学路の歩道において実証実験などを実施し、本格導入に向け
た第⼀歩を踏み出す予定です。

【調査報告書はこちらから】

 ＜PDF＞

＜ホームページ＞



　7⽉24⽇、「副⾸都法」が国会で成立したことを受け、同⽉31⽇、
市議会自民党議員会として、速やかに副⾸都の指定を⽬指すよう、

「副首都の指定に向けた取組強化に関する要望書」を秋元市長に

提出しました。

　札幌市は⾸都圏と距離があり、⼤規模災害の同時被災リスクが著

しく低いという地理的優位性を有するほか、高度な都市インフラや

交通ネットワークを有し、国の出先機関も集積するなど、副首都を

目指すうえで適地です。

　副首都に指定されることにより、投資促進や規制緩和等が期待さ

れるとともに、市の活力が高まり、若者にとって魅⼒ある街につながる⼤きなメリットが考えられます。

　まったく準備をしていない”ハプニ
ング登壇”でしたが（笑）、私が描い
ている除排雪のデジタル化の構想や

課題意識の⼀端でもお伝えできてい

たなら幸いです。

引き続き、民間企業や研究機関など

とも積極的に連携しながら、札幌の

雪対策のアップデートにつなげてい

きます。
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北海道・札幌が副⾸都を⽬指す北海道・札幌が副⾸都を⽬指す北海道・札幌が副首都を⽬指す
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「副首都の指定に向けた取組強化に関する要望書」を秋元市長に提出

　翌月には北海道・札幌が連携した取り組みが

鈴木知事と秋元市長の間で確認され、道は副首

都整備等準備室を、札幌市は副首都整備等連絡

調整班を同日付で設置。8月27日には、鈴木知事
と秋元市長が、黄川田内閣府特命担当大臣に対

し、「副首都法の適用に向けた提案・要望」を提

出。副首都法の成立というこの機を逃さず、道

や国、経済界が一体となって、副首都の指定に

向けた取組を加速し、北海道・札幌の未来の姿

を描いていかなくてはなりません。

 　私も「副首都 大好き札幌」の未来
を描いていきます！

【北海道・札幌市のポテンシャルについて】
  のPR資料はこちらから

“スマートスノーシティさっぽろ”にハプニング登壇！
　8月6日、「スマートスノーシティさっぽろ」というセミナーにご案内
をいただき、聴講者として参加したところ、思いがけずパネルディスカ

ッションにも参加させていただくことになりました。主催は宇宙・衛星

ビジネスなどを手掛ける団体で、私が進めている「除排雪のデジタル化」

に関心を持っていただいたようです。

　AIやデジタル技術を活用した除排雪の効率化については、さまざまな
技術や視点から可能性を探るべき。衛星データや衛星通信などの視点か

らアプローチからのご提案は、大変心強く感じています。
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